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道内景気は、緩やかに持ち直している。

需要面をみると、個人消費は、大型小売店販売額が１４年ぶりの高い伸びとなるなど、明る

い動きがみられる。住宅投資は持ち直している。公共投資は予算の拡大により前年を大きく

上回っている。輸出は、西欧やアジア向けが増加している。

生産活動は持ち直し傾向に一服感がみられる。雇用情勢は有効求人倍率、新規求人数とも

に改善が続いている。企業倒産は件数、負債総額とも減少している。
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①大型小売店販売額～２か月連続の増加

６月の大型小売店販売額（全店ベース、前

年比＋４．７％）は、２か月連続で前年を上

回った。

百貨店（前年比＋６．７％）、スーパー（同

＋４．２％）とも、衣料品、身の回り品、飲食

料品、その他のすべての品目で前年を上回っ

た。

コンビニエンスストア（前年比＋４．４％）

は、４か月連続で前年を上回った。

②住宅投資～４か月連続の増加

６月の新設住宅着工戸数は、３，５６４戸（前

年比＋９．４％）と４か月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、持家（同＋２２．２％）、

分譲（同＋２１．３％）、貸家（同＋０．２％）いず

れも前年を上回った。

１～６月累計では、１５，２２８戸（前年比

＋５．５％）と前年を上回って推移している。

利用関係別では、分譲（同▲２．６％）、貸家

（同▲０．３％）は減少しているが、持家（同

＋１６．７％）が増加している。

道内経済の動き
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請負金額 前年同月比（右目盛） 

-40

-30

-20

-10

0

10

20

50

40

30

0

300

150

450

600

750

900

1,050

1,350

1,200

6543213/112111098712/6

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証�）

航空機 ＪＲ フェリー 前年対比（右目盛） 
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輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 
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貿易動向

（資料：函館税関）

③公共投資～２か月連続の増加

６月の公共工事請負金額は、１，２６９億円

（前年比＋４０．１％）と２か月連続で前年を上

回った。

発注者別では、国（前年比＋１０３．１％）、北

海道（同＋１９．８％）、市町村（同＋９．３％）い

ずれも前年を上回った。

１～６月累計では、請負金額４，５２０億円

（前年比＋７．５％）と前年を上回った。

④来道客数～１６か月連続で前年を上回る

６月の来道客数は、１，０７８千人（前年比

＋６．２％）と１６か月連続で前年を上回った。

１～６月累計では５，３６１千人と前年を４．４％

上回った。

６月の新千歳空港輸送旅客数は、前年に比

べ１０．４％ 増 加 し た 。 国 内 線 （ 前 年 比

＋９．８％）、国際線（同＋２０．８％）ともに前年

を上回った。

⑤貿易動向～輸出、輸入とも７か月連続増加

６月の道内貿易額は、輸出が前年比２８．９％

増の３８０億円、輸入が同１０．０％増の１，１５１億円

となった。

輸出は鉄鋼や一般機械などが増加し、７か

月連続で前年を上回った。輸入は原油及び粗

油などが増加し、７か月連続で前年を上回っ

た。

道内経済の動き
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⑥鉱工業生産～持ち直しに足踏み

６月の鉱工業生産指数は９１．５（前月比

▲０．５％）と３か月ぶりの低下。前年比（原

指数）では▲２．８％と１３か月連続で低下し

た。

業種別では、前月に比べ、石油・石炭製品

工業、パルプ・紙・紙加工品工業など９業種

が上昇したが、輸送機械工業、窯業・土石製

品工業、金属製品工業など７業種が低下し

た。

⑦雇用情勢～持ち直しの動きが続く

６月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．６５倍となり、前月比で０．０４ポイント、前

年比では０．１４ポイント上昇した。前年比は４１

か月連続の上昇となった。

新規求人数は、前年比１９．２％の増加とな

り、４１か月連続して前年を上回った。業種別

では、卸売業・小売業（前年比＋２４．７％）、

医療・福祉（同＋１３．５％）、建設業（同

＋３５．８％）などが増加した。

⑧倒産動向～件数、負債総額ともに減少

７月の企業倒産は、件数が２７件（前年比

▲１８．２％）、負債総額が５５億円（同▲６．２％）

となった。件数は９か月連続、負債総額は２

か月連続で前年を下回った。

業種別では、サービス・他が６件、建設

業、卸売業、小売業がそれぞれ５件などと

なった。

道内経済の動き
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１．道内景気の現状判断

前年同期比に比べ、景気判断DI（プ

ラス２０、「回復とみる企業」－「悪化と

みる企業」）は３８ポイント上昇した。

２．道内景気の回復時期

道内景気が回復する時期は、「今年

中」とみる企業（５３％）が半数を超え、

回復期待感が強い。

３．懸念材料（複数回答）

景気先行きの懸念材料は「個人消費の

動向」（５７％）、「原油価格の動向」

（５０％）、「国内景気の動向」（４９％）、「公

共投資の動向」（４４％）の順となった。続

く「物価の動向」および「TPPの動向」

（ともに３５％）は、前年に比べ大幅に上

昇した。

４．円安の影響

海外取引のある企業は１５％となった。

円安で「悪い影響がある」企業（４８％）

は半数弱となり、具体的には「原材料価

格の上昇」（７３％）と「燃料費の上昇」

（７１％）が突出している。一方、「良い影

響がある」企業（３％）は少数である。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。

調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。

調査内容
道内景気の現状と先行きおよび円安の影響につい
て

判断時点
平成２５年７月上旬

本文中の略称
景気判断DI
「回復しているとした企業の割合」－「悪化し
ているとした企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４４２ １００．０％
札幌市 １８６ ４２．１ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８４ １９．０
道 南 ３９ ８．８ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６５ １４．７ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６８ １５．４ 釧路・十勝・根室・網走の各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ６８３ ４４２ ６４．７％
製 造 業 １９５ １１８ ６０．５
食 料 品 ６７ ４２ ６２．７
木 材 ・ 木 製 品 ３４ ２１ ６１．８
鉄鋼・金属製品・機械 ５４ ２９ ５３．７
そ の 他 の 製 造 業 ４０ ２６ ６５．０
非 製 造 業 ４８８ ３２４ ６６．４
建 設 業 １２２ ８７ ７１．３
卸 売 業 ９５ ６２ ６５．３
小 売 業 ９８ ６０ ６１．２
運 輸 業 ５１ ３６ ７０．６
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ２９ ２０ ６９．０
その他の非製造業 ９３ ５９ ６３．４

特別調査

回復感強まるが、原材料価格の上昇を懸念
道内景気の動向と円安の影響

調 査 要 項

― ４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年９月号
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要 点

�現状判断 「横ばい状態」とみる企業（６８％）が７割弱。DI（＋２０）は前年より３８ポイント上昇。

�回復時期 「今年中」とみる企業（５３％）が５割を超える。「来年中」とみる企業も３割。

道内景気の現状と先行きについて

〈図表１〉道内景気の現状
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�回復している ２６ １８ １２ ３３ ２４ ８ ２９ ３６ ２７ ２２ ３１ ２０ ２９

（急速に回復） （－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

（緩やかに回復） （２６）（１８）（１２）（３３）（２４）（８）（２９）（３６）（２７）（２２）（３１）（２０）（２９）

�横ばい状態 ６８ ７５ ７６ ５８ ７３ ９２ ６５ ６１ ６２ ７３ ６３ ７５ ６４

�悪化している ６ ７ １２ ９ ３ － ６ ３ １１ ５ ６ ５ ７

（緩やかに悪化） （５）（６）（１０）（９）（３）（－）（５）（３）（６）（５）（６）（５）（５）

（急速に悪化） （１）（１）（２）（－）（－）（－）（１）（－）（５）（－）（－）（－）（２）

景気判断DI�－� ２０ １１ ０ ２４ ２１ ８ ２３ ３３ １６ １７ ２５ １５ ２２

前年同時期 景気判断DI △１８ △１６ △２３ △１２ ０ △３２ △１９ △２１ △３０ △１４ △１３ ５ △１７

〈図表２〉景気判断DIの推移

特別調査
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〈図表４〉景気先行きの懸念材料（上位６項目）の要点

（項 目） 前年比 要 点

�個人消費の動向（５７％） ＋１ ４業種で第１位。食料品製造業（８１％）、ホテル・旅館業（７５％）で高率。

�原油価格の動向（５０％） △５ ８業種で低下したが、運輸業（８６％）は前年比１１ポイント上昇。

�国内景気の動向（４９％） △１９ 製造業（４６％）、非製造業（５０％）とも前年比大幅低下。

�公共投資の動向（４４％） △８ 建設業（７８％）、鉄鋼・金属製品・機械製造業（６６％）で第１位。

�物価の動向（３５％） ＋１８ 全業種で上昇。ホテル・旅館業（５０％）、食料品製造業（４９％）でウェイト高い。

�TPPの動向（３５％） ＋１３ 全業種で上昇。卸売業（４８％）、運輸業（４７％）でウェイト高い。

景気先行きの懸念材料

〈図表３〉道内景気の回復時期
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�平成２５年 ５３ ５６ ４７ ７６ ６７ ３６ ５２ ５８ ５４ ４４ ５０ ４７ ５１

（６月以前） （１５）（９）（８）（１９）（８）（４）（１７）（１７）（１３）（１９）（１９）（１６）（２１）

（７～９月） （１５）（１７）（１６）（２４）（２２）（５）（１５）（１９）（１２）（９）（１９）（２６）（１０）

（１０～１２月） （２３）（３０）（２３）（３３）（３７）（２７）（２０）（２２）（２９）（１６）（１２）（５）（２０）

	平成２６年 ３０ ２７ ３２ １０ ２２ ４１ ３２ ３０ ３２ ４０ ２８ ３２ ２７

（１～３月） （９）（７）（８）（－）（４）（１８）（１０）（７）（１２）（１０）（６）（１６）（１０）

（４～６月） （１４）（１０）（１１）（１０）（４）（１８）（１５）（１３）（１２）（２５）（１９）（５）（１３）

（７～９月） （５）（５）（５）（－）（７）（５）（５）（９）（５）（５）（－）（１１）（２）

（１０～１２月） （２）（５）（８）（－）（７）（－）（２）（１）（３）（－）（３）（－）（２）


平成２７年１月以降 １７ １７ ２１ １４ １１ ２３ １６ １２ １４ １６ ２２ ２１ ２２

〈図表５〉景気先行きの懸念材料 推移（上位６項目）
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〈図表６〉景気先行きの懸念材料（複数回答）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�個人消費の動向
①
５７

（５６）

①
５０

（５１）

①
８１

（６９）
１０

（４４）
３１

（２９）

②
５４

（６１）

①
５９

（５７）

③
４５

（４７）

①
７１

（６３）

①
７３

（７３）

②
５０

（６６）

①
７５

（６８）

②
５３

（４５）

�原油価格の動向
②
５０

（５５）

①
５０

（６０）

②
５１

（６７）

③
４３

（３９）

③
３８

（５６）

①
７１

（７８）

②
５０

（５４）
３６

（４１）
３４

（４８）

②
５５

（６２）

①
８６

（７５）

②
５５

（５８）

①
５７

（５９）

�国内景気の動向
③
４９

（６８）

③
４６

（５９）
４６

（５９）
３３

（５７）

②
６２

（５６）

③
３８

（６７）

②
５０

（７０）

②
４６

（８１）

②
５０

（７２）

③
５２

（６０）

②
５０

（６９）

③
５０

（６３）

②
５３

（６５）

�公共投資の動向
④
４４

（５２）
３３

（４５）
１７

（２３）
１９

（３９）

①
６６

（７１）
３３

（５０）

④
４８

（５４）

①
７８

（８２）
３７

（４５）
３５

（４０）
４４

（４４）
５

（１６）
４５

（５１）

�物価の動向
⑤
３５

（１７）

⑤
３７

（１６）

③
４９

（２８）
２９

（－）
２４

（９）

③
３８

（２２）

⑤
３５

（１７）
３２

（１７）
４０

（１９）
３２

（２５）
１７

（－）

③
５０

（２１）
４３

（１３）

�TPP（環太平洋経済
連携協定）の動向

⑤
３５

（２２）
３６

（２０）
４２

（２３）
２９

（１３）
３１

（１８）

③
３８

（２８）
３４

（２３）
２３

（２２）

③
４８

（２９）
３３

（２１）
４７

（２５）
３０

（２１）
２９

（１９）

�為替の動向 ２７
（２１）

④
３９

（３３）
３７

（２８）

①
５７

（４８）
３１

（３２）

③
３８

（２２）
２３

（１８）
１６

（１４）
３２

（２３）
３０

（１６）
２２

（１９）
１５

（２６）
２１

（１７）

	金利の動向 ２４
（８）

２４
（７）

２４
（３）

１９
（－）

２１
（６）

２９
（２８）

２５
（８）

２３
（１３）

２７
（９）

２３
（６）

１１
（－）

１５
（１１）

３８
（４）


政局の動向 １９
（２８）

１０
（２４）

７
（２１）

５
（２２）

１０
（２１）

１７
（３９）

２３
（２９）

３２
（２９）

２１
（４２）

１７
（２４）

２２
（１６）

５
（３７）

２２
（２６）

�住宅投資の動向 １９
（１５）

１７
（１９）

２
（－）

②
４８

（６５）
１７

（１２）
１７

（１７）
１９

（１４）
３１

（２８）
２３

（１５）
１２

（５）
１１

（１３）
－

（－）
１７

（６）

�設備投資の動向 １９
（１５）

１６
（１５）

５
（３）

１０
（１３）

２４
（２９）

２９
（１７）

２０
（１５）

２９
（２４）

２３
（１４）

１３
（１４）

１４
（６）

５
（１１）

１７
（１０）

低価格化の強まり １８
（３０）

１５
（３１）

１５
（３６）

５
（３０）

１４
（１２）

２５
（５６）

１９
（３０）

１７
（２９）

２１
（４０）

２３
（３０）

６
（２２）

２５
（５３）

２１
（１９）

�雇用の動向 １７
（２１）

１６
（１８）

２４
（２６）

５
（１３）

１７
（１２）

８
（１７）

１８
（２２）

２１
（２０）

１０
（２２）

１５
（２７）

１９
（２２）

１０
（２１）

２６
（２２）

�金融機関の融資姿勢 １６
（１３）

２１
（１５）

２０
（１８）

１０
（－）

３１
（１２）

２１
（３３）

１５
（１２）

２２
（１７）

１３
（１７）

７
（３）

１７
（１６）

１０
（２１）

１６
（６）

�原発事故の影響 １４
（３３）

２０
（３５）

２０
（４４）

１４
（２２）

１４
（２９）

３３
（４４）

１２
（３３）

９
（３３）

１６
（３１）

８
（３７）

１４
（１６）

１５
（３７）

１６
（３６）

�株価の動向 １４
（１９）

１３
（１３）

１０
（５）

５
（２２）

１４
（１５）

２５
（１７）

１４
（２０）

１７
（２４）

７
（２３）

２２
（１９）

１１
（９）

１０
（１１）

１０
（２２）

�中国経済の動向 ８
（１４）

１０
（１８）

２
（１５）

１９
（１３）

１４
（１８）

８
（２８）

８
（１３）

７
（１５）

１３
（１７）

７
（６）

３
（９）

１０
（１１）

９
（１５）

�欧米経済の動向 ５
（２３）

９
（２５）

７
（２８）

２４
（３９）

７
（１８）

－
（１７）

４
（２２）

５
（２１）

３
（２２）

３
（１９）

６
（１３）

５
（１６）

３
（３３）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年同時期調査
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120
H20/1

（円 /ドル）

H20/7 H21/7H21/1 H22/1 H22/7 H23/7H23/1 H24/1 H24/7 H25/7
※円相場は対米ドル、インターバンク中心相場の月中平均値　※日本銀行

H25/1

110

100

90

80

70

円高

円安

3 円安の影響について

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

海外取引あり １５ ３３ ３９ ６０ ２０ １５ ９ － ２０ １９ ６ ５ ５

輸出・輸入あり ３ ９ １２ １０ １０ － １ － ２ － ３ － ２

輸出のみ １ ４ ７ － ３ ４ － － － － － － －

輸入のみ １１ ２０ ２０ ５０ ７ １１ ８ － １８ １９ ３ ５ ３

海外取引なし ８５ ６７ ６１ ４０ ８０ ８５ ９１ １００ ８０ ８１ ９４ ９５ ９５

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�良い影響がある ３ ６ ５ ５ １４ － ２ １ ２ － － １２ ５

�悪い影響がある ４８ ５５ ７１ ５７ ４５ ４２ ４５ ３５ ５４ ４８ ７８ １８ ３６

�良い悪いが同程度 １５ １９ １２ ３３ １７ １９ １４ １２ １３ ２０ ３ ４１ ９

�特に影響はない ３４ ２０ １２ ５ ２４ ３９ ３９ ５２ ３１ ３２ １９ ２９ ５０

�海外取引の有無～海外取引のある企業は１５％。製造業（３３％）は非製造業（９％）を大幅に上回る。
（単位：％）

�円安による影響～「悪い影響」（４８％）は半数弱。「良い影響」（３％）は少数。「影響なし」（３４％）は約１／３。
（単位：％）

円相場の推移（東京市場）

特別調査
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�経費削減による利益確
保

①
６３

①
６４

①
７９

②
２４

①
５６

①
８１

①
６２

①
４９

②
５０

①
６９

①
７７

①
８０

①
６７

�販売価格への転嫁
②
３７

②
４０

②
３２

①
７１

②
２８ ３８

②
３５

②
３１

①
５８

②
５１ １０ １０ ２１

�仕入取引の見直しによ
る収支改善 ２７ ２６ ２１ １８ ２２

②
５０ ２７ ２８ ３３ ３６ １３

②
４０ １３

�特に行っていない １５ １４ １２ １２ ２２ １３ １５ ２６ １０ ３
②
１７ －

②
２９

�国内生産の拡充 ４ ８ ３
②
２４ － １３ ２ ３ ８ － － － －

�為替予約等の活用 ３ ７ ６ １２ １１ － ２ － ３ ３ ３ － －

�海外市場への販売強化 ０ － － － － － １ － － － － １０ －

	その他 ２ － － － － － ３ － － ８ ７ １０ －

○内数字は業種内の順位

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�原材料価格の上昇によ
る収益の悪化

①
７３

①
８３

②
８６

①
９０

①
７１

②
８１

②
６８

②
８３

①
８１

①
６８

②
３７

②
６７

②
６２

�燃料費の上昇による収
益の悪化

②
７１

②
７３

①
９２

②
３５

②
６７

①
８８

①
７０

①
８８

②
４９

③
４７

①
９７

①
８３

①
７２

�販売商品の値上げによ
る売上の減少

③
２２

③
１７

③
２５

③
２５ － １３

③
２５

③
１３

③
４２

②
５５ － － １０

�海外観光客の増加によ
る売上増加 ６ ３ ３ － － １３ ７ － ５ ３ ７

③
５０ ７

�自社製品の価格競争力
の向上 ５ １３ １１ １５

③
１４ １３ １ － ２ － － － ３

�外貨建て資産の為替差
益発生 ４ ５ ３ ５ １０ ６ ４ ８ ５ － ３ ８ －

�輸出品の代金受取額の
増加 １ ３ ３ － １０ － １ － ２ － － － －

	その他 ３ ２ － ５ ５ － ３ － － － － ８
③
１７

○内数字は業種内の順位

�円安による影響の具体的内容～「原材料価格の上昇」（７３％）、「燃料費の上昇」（７１％）が７割強。
（該当企業６６％・２８４社、複数回答）

（単位：％）

�悪い影響に対する対策～「経費削減」は６３％。「販売価格への転嫁」は３７％。
（該当企業６３％・２７０社、複数回答）

（単位：％）
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〈参考資料〉円安の影響と円高の影響の比較
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�良い影響がある ３
（６）

６
（４）

５
（３）

５
（１０）

１４
（３）

－
（－）

２
（７）

１
（－）

２
（１１）

－
（１７）

－
（９）

１２
（－）

５
（４）

�悪い影響がある ４８
（２１）

５５
（２９）

７１
（３５）

５７
（２０）

４５
（３２）

４２
（２２）

４５
（１９）

３５
（１２）

５４
（１８）

４８
（１７）

７８
（３１）

１８
（５８）

３６
（１４）

�良い悪いが同程度 １５
（１３）

１９
（２３）

１２
（３０）

３３
（３５）

１７
（７）

１９
（２６）

１４
（９）

１２
（５）

１３
（１２）

２０
（１１）

３
（９）

４１
（－）

９
（１３）

�特に影響はない ３４
（６０）

２０
（４４）

１２
（３２）

５
（３５）

２４
（５８）

３９
（５２）

３９
（６５）

５２
（８３）

３１
（５９）

３２
（５５）

１９
（５１）

２９
（４２）

５０
（６９）

（ ）内は円高の影響（平成２４年１月調査）
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道内企業の景況感は、今年中の景気回復を見込む企業が半数を超え、建設業や木材製造業

を中心に回復期待感が強まっています。円安については、多くの企業が原材料価格や燃料費

の上昇を懸念している一方で、外国人観光客の増加による消費拡大に期待する声もありま

す。企業では、新たなニーズを掘り起こすために、臨機応変に営業活動のターゲットを変更

していこうという動きがみられます。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．景気先行きの懸念材料

＜水産加工業＞ 消費が活発化するためには

安定雇用が図られることが必要と思われる。

製造分野に波及するような政策が打ち出され

ることに期待している。

＜製材業＞ 公共事業や住宅投資が上向きに

なってきているが、従来と同様価格競争にな

り中小企業に仕事が回って来ないのではない

かと懸念している。

＜鉄鋼業＞ 企業存続には人材を守り育てる

ことが必要。職人として育てるのに１０年はか

かることから、公共投資は確実かつ計画的に

行ってほしい。

＜金属製品製造業＞ 仕事は確保できている

が、為替動向などによる製造原価の上昇に関

しては、常に高いアンテナを張り続けなけれ

ばならない。

＜輸送用機械製造業＞ 短期的には原材料価

格や人件費等の上昇が収益を圧迫する要因に

なっている。消費税引上げ前の駆け込み需要

はプラス要因であるが、その後に予想される

反動減が懸念材料。

＜建設業＞ 製造業の少ない本道では、現在

の景気回復ムードがいつまで続くのか不安が

ある。公共投資も自治体の財政状況が厳しい

ため、長く続くのか心配している。

＜建設業＞ 秋口以降の景気回復に期待して

いる。現状は消費税引上げを見越して、一部

で駆け込みでの購入が見られる程度。

＜建設業＞ 公共工事の増加は予想されるが

低価格競争が激しい。業界では材料・機械や

人材が不足しており、工事受注の見通しを立

てることが難しくなっている。

＜鋼材卸売業＞ 道内の景気回復が実体を伴

うには時間がかかる。秋口になれば回復を感

じられるようになるのではないか。TPPに参

加するのであれば、北海道の農業を守る政策

が必要。

＜大型小売店＞ 道内景気は全体的には緩や

かに回復している感があるが、中小零細含め

た底上げには至っていない。電気料金の値上

がりや消費税引上げ、TPP交渉が個人消費に

与える影響を懸念している。

経営のポイント

臨機応変な営業活動で新たなニーズを掘り起こし
〈企業の生の声〉
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＜コンビニエンスストア＞ ４月以降、周辺

の道路や水道管等の公共工事関係者の来店が

目立つようになった。

＜燃料小売業＞ 燃料小売業界にとって円安

は逆風。今後も原油価格上昇の影響を受ける

ことや、消費税引上げを控えていることで、

道内経済は現状を維持できるのかという不安

がある。

＜農産物輸送業＞ TPP交渉の成り行き次第

で、主要輸送品目である農産物の流通傾向が

変化することを懸念している。

＜建設コンサルタント＞ 公共事業は下げ止

まり持ち直してきた感があるが、財政状況は

相変わらず厳しく予断を許さない。今後はイ

ンフレになった場合の経営の舵取りが課題。

＜倉庫業＞ 観光関連産業に期待している。

来道した観光客に消費をしてもらい、道内経

済を潤してもらいたい。

＜飲食店＞ 個人消費による内需拡大が定着

することが重要で、そのためには、生産から

販売まで一体的に取組む法人による農業シス

テムや、高齢者向けサービス等の新産業を

創っていくことが必要。

＜警備業＞ 地方拠点撤退や統廃合による解

約・値下げの申し出が多く、新規受注単価の

下落が続くと考えられる一方、再生エネル

ギー発電所の建設などに伴う新たなニーズも

出てきている。

２．円安の影響や対応策など

＜水産加工業＞ これまでは原材料価格や燃

料費の上昇には売価の修正で対応してきた

が、今は大手企業の値上げを見てからでない

と動きがとれない。

＜製材業＞ 北米・北欧の針葉樹製材は円安

による価格上昇幅が３０％を超えるものもあり

価格転嫁が難しく、落ち着くところを待って

いる状況だ。

＜輸送用機械製造業＞ 仕入価格の上昇が見

込まれるが、主要販売先である運送業界も軽

油価格の上昇や人手不足等の問題を抱えてお

り、また他社との競合から販売価格への転嫁

が難しい。

＜住宅建築業＞ 木材製品の大幅な値上がり

や入荷遅れがあり住宅建築業が苦しい状況に

置かれていることを、消費者に周知して欲し

い。

＜ビニール製品卸売業＞ 輸入製品の仕入価

格が大幅に上昇する前に在庫を増やしたた

め、大きな影響は今のところ無いが、今後、

販売価格を上げるかどうか検討する。

＜食材卸売業＞ 今後も収益の悪化が進むよ

うであれば、人員削減も考えなければならな

い。

＜食材卸売業＞ 顧客との取引関係の中で価

格転嫁が遅れるため利益の確保が難しくな

る。海外からの観光客の増加による売上増加

にはわずかながらも期待している。

経営のポイント
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＜農産物卸売業＞ 仕入取引の見直しはもち

ろんのこと、販売先へ値上げについての理解

を求めたい。

＜建材卸売業＞ 販売価格への転嫁は他社と

の競合から難しく、経費削減により収益の減

少に対応していく。

＜建材卸売業＞ メーカーからの仕入価格の

上昇と共に販売価格を上げざるを得ないが、

得意先が値上げに耐えうる受注が出来ている

か懸念される。得意先の収益悪化が後の代金

回収に影響しないか心配している。

＜石油製品小売業＞ 消費減の傾向と競合の

激化により仕入価格の上昇分を売価に転嫁で

きず、結果として利益が縮小している。対応

策は経費削減に限られる。

＜運輸業＞ 燃料サーチャージの導入を一層

強力に推進していく。作業効率の向上と徹底

した経費削減を図っていく方針だ。

＜運輸業＞ 円安は燃料費増加につながるの

で直接的には減益要因となるが、円安により

景気回復がもたらされ、需要増加につながる

場合は増益要因となり得る。

＜タクシー＞ 海外観光客の増加が見込める

ので、代理店や企業からの紹介など営業活動

を強化する。燃料費上昇に対応するため、ハ

イブリッド車の導入や走行方法の工夫により

経費削減に努める。

＜飲食店＞ 生産コストの増加により国産牛

肉の価格が高止まりしているが、販売価格へ

の反映は競合が激しく困難で、経費削減に取

り組み対応する。景気回復によって売上が増

加し、収益の減少分を吸収できることを期待

している。

＜建設コンサルタント＞ 燃料費上昇が悪影

響として予想されるが、円安により国内景気

が上昇すれば受注の増加が想定され、経費増

加をカバーし得る。

＜廃棄物処理業＞ 円安による車両燃料費の

上昇というマイナス面と、自社製品の再生燃

料の価格競争力の上昇というプラス面が混在

する。

＜廃棄物処理業＞ 円安により業況が悪化す

る事業所からは廃棄物が減少し、円安により

業況が上向く事業所では廃棄物が増加するの

で、ターゲットをいち早く変更し、自社の業

況を維持していく。

経営のポイント
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― １４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年９月号

はじめに

書店のビジネス書コーナーに行くと、統計学関連の本が実に多く並んでいる。ビッグデータの

解析がビジネス界で注目を浴びているという、ごく最近の要因もあるが、統計学の重要性は２０世

紀の半ば以降脈々と説かれている。筆者の専門分野である会計でも統計学の重要性や関連性はま

すます強調されている。管理会計という会計を経営に活かそうとする分野では、その傾向はとり

わけ強い。

会計に統計学を持ち込んでビジネスパーソンに教育するという考え方はハーバードビジネスス

クールで始められたが、その代表者は故ロバート・アンソニーである。彼の死後、ニューヨーク

タイムズは追悼記事で次のように述べた。

「会計という不可解な領域において、アンソニー教授は、よりよい経営意思決定を行うため

に統計学をどのように使うことができるのかを例示したことで最もよく知られている。

ニューヨーク大学スターン・ビジネススクール会計学部長フレデリックD. S.チョイは、ア

ンソニー教授がこの科目を『重役室に相応しい（palatable to the executive suite）』ものにし

たと言った（Hevesi，２００６）。」

実際、アンソニーの代表的な教科書であるManagement Accountingの第２章は、「数字を使う上

での初歩的な技術」と題した、統計学の基礎的な内容であった１。節の表題は、度数分布、代表

値、広がりぐあいの尺度、概数化（Rounding）、有効桁数となっており、まさしく統計学の最初

の一歩である。現代でも十分通用するものではあるが、代表値として説明されている算術平均な

いし相加平均（以下、相加平均）のほかに、幾何平均ないし相乗平均（以下、相乗平均）も知っ

ておくべきである。多くのビジネスパーソンが相加平均しか知らないのではないだろうか。そこ

で、本稿では、財務諸表で成長性を分析する際の成長率について、相加平均と相乗平均でどのよ

うに解釈が異なってくるのかを解説する。

平均成長率

企業の財務諸表を分析して、自社を業界平均や競合他社と比較しながら問題点を見つける作業

は多くの会社で行われている。また、証券アナリストも財務諸表分析を行って企業価値評価の基

礎としたり、推奨銘柄探しを行っている。その財務諸表分析で、過去から現在までの成長性を分

経営のアドバイス

足して割るだけが平均ではない

１その後、第２章は削除されたが、統計学の教育体制が整ったからであろう。統計学を世の中で有名にしたHow
to Lie with Statisticsが出版されたのは１９５４年であるので、統計学教育が急速に進んだのは間違いなかろう。な
お、このアンソニーの教科書はその後、Accounting：Text and Casesと題名を替え、第１３版が２０１１年に出版さ
れ、今日まで続いている。

小樽商科大学大学院商学研究科
アントレプレナーシップ専攻

教授 籏本 智之
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― １５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年９月号

２００９年２月期 ２０１０年２月期 ２０１１年２月期 ２０１２年２月期

資産成長率 － －１０％ －３％ １％

売上高成長率 － －５％ －１％ －１％

営業利益成長率 － －８２％ ２３％ ３９０％

図表 某企業の２００９年２月期から２０１２年２月期までの成長性

析して、現段階はどのような状況になっているのかを明らかにするのは、分析の第１歩として非

常に重要である。

図表に示したのは実在する上場某企業の成長性について分析したものである。同社は２月末日

を決算日とする企業で、２００９年２月期から２０１２年３月期の資産、売上高および営業利益につい

て、対前年成長率を計算した。たとえば、２０１２年２月期の対前年成長率は、２０１２年２月期のデー

タから２０１１年２月期のデータを差し引き、２０１１年２月期のデータで除して求める。

図表から某企業の成長性をどのように解釈すべきだろうか。次のように見るのはごく普通だろ

う。

解釈１：資産と売上高が分析期間においてほとんどがマイナスを示しているので、大きくはな

いが、マイナス成長つまり規模が縮小している。

ところが、営業利益成長率は大きな変動ぶりはどう見れば良いのだろう。まずは、成長率を計

算する上で基礎としたデータを今一度確認すべきである。本当に図表のとおりであるのか、と。

その上で、次にやってみるのは平均成長率を計算することだろう。平均値は複数データを解釈す

る、つまりまとめて表現する際の常套手段である。時系列データのまとめ方は、直線的、つまり

一本調子の変動であれば簡単に表現できるが、図表の営業利益成長率ではどう考えても一本調子

ではない。そこで、平均値を計算して、時系列データを解釈しようとするわけであり、そのこと

自体は誤ったアプローチではない。しかし、平均値の計算方法に大きな落とし穴がある。次のよ

うな計算するビジネスパーソンが多いのではないだろうか。

（－８２％＋２３％＋３９０％）÷３＝１１０．３％…………………………………………………式１

この平均値により、営業利益が平均すると毎年２倍になっていると解釈する人はいないだろう

か２。そこで、営業利益の平均２倍の成長が資産と売上高のマイナス成長とはしっくりせず、解

釈に悩む人は健全な感覚の持ち主である。もしここで、

解釈２：営業利益は平均２倍の成長という高い成長性を実現してきた。

２対前年成長率が１００％を超えるとイメージできなくなる人がいるとすれば、そうした人は身の回りにある％表
示の数値を集めて解釈トレーニングを積むとよいだろう。
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と解釈するならば、とんでもない方向へ行ってしまうかもしれない。

平均は「足して割る」だけではい

なぜ、このようなとんでもない分析になったのかというと、平均値の計算方法が不適切なので

ある。先に正しい計算方法を示すと、次のようになる。

３
�（１－８２％）×（１＋２３％）×（１＋３９０％）－１＝２．７５％ ……………………………………式２

この式２は相当難しいようである。しかし、理解する価値はある。なぜならば、この平均値に基

づくと、次のように解釈でき、解釈１とさほど無理なくまとめることができるからである。

解釈３：資産と売上高がマイナス成長の中、営業利益は平均２．７５％ずつ成長してきた。

それでは、式２をどのように理解すべきなのであろうか。何を表しているのだろうか。簡単な

例で対前年成長率を考えてみよう。たとえば、ある商品の価格が昨年１００円で、今年は１０５円に

なった場合、価格がどれくらい成長ないし上昇したのかを表す上昇率を考えよう。５円上昇した

が、この５円をどれくらいと見るかについて、昨年の価格に対して見る方法と今年の価格に対し

て見る方法の二つが考えられる。昨年度の価格に対して見る方法では対前年という表現を使う。

この場合、１００円に対して５円上昇したので、５円÷１００円＝５％の上昇という。つまり、対前年

上昇率は次のように求める。

１０５円 －１００円
１００円

＝５％

この式を次のように変形していくと、対前年成長率５％の使い方がよく分かる。

１０５円 －１００円 ＝５％×１００円

∴１００円 ×（１＋５％）＝１０５円 ……………………………………………………………式３

つまり、今年の価格＝昨年の価格×（１＋対前年成長率）となる。

では、翌年もまた同じ率だけ上昇したら価格はいくらになるだろうか。次のように計算すれば

良い。

１０５円 ×（１＋５％）＝１１０．２５円 …………………………………………………………式４

ここで、式４に式３を代入する、つまり、翌年の価格を昨年の価格に基づいて表すと、次のよう

になる。
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１００円 ×（１＋５％）×（１＋５％）＝１１０．２５円

∴１００円 ×（１＋５％）２＝１１０．２５円 ………………………………………………………式５

式３と式５を良く見比べて欲しい。式３は昨年の価格１００円が、５％上昇して今年の価格１０５円

になったこと、そして式５は昨年の価格１００円が、２年連続５％上昇して翌年の価格１１０．２５円に

なることを表している。

ここまでくると目標の式２の理解はもう少しである。あらためて、図表の数値にもどろう。

２００９年２月期の営業利益をI２００９、２０１２年２月期の営業利益をI２０１２とすると、図表の営業利益成長率

を使って次のように表現できる。

I２００９×（１－８２％）×（１＋２３％）×（１＋３９０％）＝I２０１２ ……………………………………式６

また、２００９年２月期から２０１２年２月期まで同じ率で成長したとしたら、その率はいくらなのか、

つまり２００９年２月期から２０１２年２月期の平均成長率を考える。求める平均成長率を x とすると、

I２００９とI２０１２を使って、次のように表現できる。

I２００９×（１＋ x ）×（１＋ x ）×（１＋ x ）＝I２０１２………………………………………………式７

式６と７を見比べると、次が成り立つ。

（１＋ x ）×（１＋ x ）×（１＋ x ）＝（１－８２％）×（１＋２３％）×（１＋３９０％）…………式８

式８は、未知数 x を含んだ等式、つまり x の方程式であり、次のように展開していくと、 x を解

くことができる。

（１＋ x ）３＝（１－８２％）×（１＋２３％）×（１＋３９０％）

∴１＋ x ＝３
�（１－８２％）×（１＋２３％）×（１＋３９０％）

∴ x ＝３
�（１－８２％）×（１＋２３％）×（１＋３９０％）－１

かくして、目標の式２に到達した。なお、式２のうち、３乗根を数値として求めるには関数電卓

か表計算ソフトを使う必要がある。

さて、今一度、式１と式２を比較してみると、式１は各年度の成長率を足し合わせて年数で

割っているのに対して、式２は各年度の成長率を掛け合わせて年数乗根をとっている。式１のよ

うな平均の取り方を相加平均といい、式２のような平均の取り方を相乗平均というが、なるほど

ぴったりの名称である。
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おわりに

１つの対前年成長率を解釈するならば、平均をとる必要は無い。しかし、３年以上のデータか

ら対前年成長率を計算すると、３年あるいはそれ以上の年限を通して解釈する必要が出てくる。

そのようなときに相加平均をとると、対前年成長率の値が大きく変動していると、大きく解釈を

間違う可能性がある。売上高や資産が大きく変化することはほとんど無いが、営業利益や当期純

利益あるいは当期包括利益の変動は激しい。相乗平均をとることをおすすめしたい。相加平均に

は大きな落とし穴があるといってもよい。経営者として、落とし穴を仕掛けて他者を傷つけるこ

とは論外であるが、気がつかずに落とし穴にはまって自らの会社をダメにすることは愚かと言わ

ざるを得ない。健全な経営者を目指していただきたいが、それと同時に、愚かな経営者と言われ

ないようにしていただきたい。

参考文献

Robert N. Anthony, Management Accounting : Text and Cases , Richard D. Irwin, Inc., 1956.

Dennis Hevesi,“Robert N. Anthony Dies at 90 ; Made Accounting Easier to Learn,”New York Times ,

December 18, 2006, URL : http : //www.nytimes.com/2006/12/18/business/18anthonyobit.html?_r=0, ac-

cessed on 2013.5.29.
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上海市では、政府が第三次産業の割合（対GDP比）を高める目標を掲げ、また、２０１２年の月平均賃金
も１０年前の約３倍に増加するなど、所得水準の向上を背景に消費者へのより質の高いサービスの提供が
求められるようになってきました。

「サービスの質の重視」へと変化してきたとはいえ、レストランでは床にゴミが落ちていたり、テー
ブルが汚れているなど、サービス水準はまだまだ改善の必要があります。インターネットの評価サイト
を見ても、最近では「店のサービス」も重要な評価基準の一つとされており、人気を左右するポイント
として「サービス」が今まで以上に意識されるようになっています。

今年２月に、「スーパー銭湯」をチェーン展開している日本企業が、上海市郊外に海外一号店をオー
プンしました。大人料金は約２千円と、日本のスーパー銭湯の料金と比べるとかなり高めの料金設定と
なっていますが、広さは日本の店舗の約６倍もあり、ゆっくりと１日を過ごせるレジャー施設になって
います。

湯船が汚れていない、室内にゴミが落ちていないなどの衛生管理の徹底はもちろん、「おもてなしの
心」による接客のための「コンシェルジュ」の配置、日本のお湯と同じような肌にやさしい軟水（中国
では硬水が一般的）の使用、数種類の和柄の館内着の用意など、これまで上海にはなかった細やかな配
慮が感じられます。

中国の一般家庭では湯船につかる習慣はありませんが、上海にいながら日本の温泉の充実した施設と
高品質のサービスを味わえる施設として、オープンから半年経過した現在でも、週末には入場規制がか
かるほど賑わっています。こうした現地での温泉体験を通じ、日本の温泉を訪れる観光客の増加につな
がることが期待されます。

また、銀行においてもサービス向上を意識した取組みが行われています。上海のある銀行では、窓口
対応の際に笑顔で丁寧な説明を受けることができ、その対応の良さには日本の銀行にいるかのような錯
覚すら覚えます。しかし、笑顔の説明が終わった後には「対応満足
度」を評価するボタンを押すように求められるなど、必ずしも行員の
自発的なものとはいえないようです。

日本式の良質なサービスの導入は、商品に付加価値を与え、他店と
の差別化を図る手段として有効です。しかし、文化や習慣の違いもあ
り、従業員の「自発的に行動する意識」を引き出すことは難しく、ど
のように指導し、浸透させるかが課題となっています。

ある小売チェーン店では、商品の陳列方法の工夫が売り上げ増加に
つながる、すなわち自分の気配りが企業収益に直結することを具体的
に体験することで、従業員がサービスの重要性を理解し、実践できる
よう取り組んでいます。

日本特有の「思いやりの気持ちで相手と接し、お客さまに満足いた
だくサービス精神」を伝えることは容易ではありませんが、細かいと
ころまで配慮が行き届く、一歩踏み込んだサービスができる人材育成
こそ、日本の企業にしかできない海外展開での大きな武器と言えそう
です。

アジアニュース

日本式サービスについて

建設中の上海タワー

北洋銀行上海駐在員事務所 副所長

菅野 純
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日本食ブームを受け、海外でも料理とともに日本酒を楽しむ人たちが増えてきています。しかし、飲
食店での需要が中心であり、小売店での取扱いはさほど多くありません。道産酒の普及には、物産展や
PRイベントの開催など継続的な活動が必要かと思います。

【上海・大連】
輸入食品を取扱う百貨店やスーパーで購入できますが、日本のメーカーが中国国内で製造した日本酒

も多く、一升瓶の小売価格は、現地生産品が１，５００～９，０００円、日本からの輸入品が６，５００～２５，０００円程
度で販売されています。道産酒は、上海では２銘柄が販売されていましたが、残念ながら大連では見か
けません。

日本料理店では、料理とともに日本酒を楽しむ中国人の姿をよく見かけます。一升瓶の価格は、現地
生産品で３，０００～１１，０００円、輸入品で１１，０００～３２，０００円程度となっています。１本１００，０００円もする日本
酒を扱う高級ホテルもあり、富裕層に人気です。

料理との相性や飲み方を紹介し、食文化と融合させていくことが販売促進の鍵といえます。また、珍
しい形のボトルや、中国人好みの紅色や金色のラベルを使うなど、パッケージにも工夫をすると贈答品
としても人気が出るかもしれません。

【バンコク】
フジスーパーなど日本人向けのスーパーで日本酒（日本からの輸入品）を購入することができ、２

リットルの紙パックが約１，５００円、３００mlの冷酒が約６００円で販売されています。しかし、販売スペース
を見ると他の種類より狭く、日本酒を購入する人はまださほど多くないようです。

バンコク市内のショッピングモール内にある日本食レストランでは、一升瓶で約４，０００円、最も高価
なものでは四合瓶で約１０，０００円となっています。

輸入関税の撤廃や在留邦人数の増加に加え、タイでの日本食ブームが重なり、今後もタイでの需要は
増加していくものと思われます。

【シンガポール】
日本食ブームにより、特に中華系のシンガポール人が日本酒を飲んでいる姿をみかけます。２０年程前

は大手酒造メーカーのものがほとんどでしたが、最近では地酒の取扱いが増えています。全国各地の地
酒が流通していますが、特に新潟県の地酒が豊富に揃っています。伊勢丹、明治屋では比較的販売ス
ペースが広く、地酒の取扱いもありますが、地元のスーパーでは大手メーカーのものが少しある程度で
す。

本格的な和食レストランでは、高級な日本酒が揃っており、四合瓶で
６，０００円以上します。全国の酒蔵から直接取り寄せるケースもあり、本
物志向が強い富裕層に人気です。道産酒も何種類か取扱いがあります。
日本酒専門のスタンディングバーは地元の人たちにも人気です。

日本酒市場は競争が激しいですが、インポーターの話では、海外にお
いても営業担当者が定期的に代理店やレストランを訪問するといった地
道な活動が一番効果的だそうです。

【サハリン】
高級な食料品を扱う大型スーパーでは、日本酒が販売されています

が、アメリカで製造されたものが多く見られます。四合瓶の価格では、
アメリカ製が約２，０００円、新潟県の酒造メーカーのもので約６，０００円と、
日本から輸入されたものはかなり高価です。ちなみに現地の人たちが日
常よく飲むウォッカは、１，０００円前後から売っています。他の酒類に比
べると日本酒の取扱い数は少なく、まだ一部の愛好家のための飲み物と
いう印象を受けます。

日本料理店では、「日本酒は健康によい飲み物」とのイメージも手
伝って、よく飲まれています。一合約６００円と、日本国内での値段と大
差ありません。

首都モスクワでは日本酒人気が盛り上がっているとの話も聞きます。
試飲会の開催等によって、美味しい道産酒の味を広めることが必要かと
考えます。

アジアニュース

日本食ブームに伴う日本酒人気

上海市内の百貨店での
日本酒プロモーション

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２０６／本文　※柱に注意！／０２０～０２１　アジアニュース（日本食）  2013.08.20 18.55.41  Page 20 



アジアニュース

― ２１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年９月号

商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 バンコク シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ４０９ ６８～１８８ ２６６ ２３９ １９３～２２２

牛乳 １リットル 現地産 １９９～４０７
３０

（２４３ml）
１３１

２３９
（８３０ml）

１４５～２３１

じゃがいも ０．５kg 現地産 ９９～２０６ ２０～９２ １８４
８４

（アメリカ産）
６９

（中国産）

オレンジ ０．５kg アメリカ産 １３９ ３６４
３０９

（１個）
７７

（１個）
２２２

（エジプト産）

小麦粉 １kg １３１ ２２２ １４７ １９２ １３３

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 ９２ － － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － ８７ １２８ ２７７ ２４９

カップラーメン １個 日本メーカー製 ７６ ９９ ２２８ １２３ －

ミネラルウォーター ５５０ml １９ ２０ ２１ １１９ ５０～１０３

コーラ ３３０ml コカコーラ ３１ ３９ ４３ ７７ ９８

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

２５５ ２５５ ６２６ ３６２ －

タクシー初乗り ２２３ １２７ １０９ ２６２ ４４５～５９４

ガソリン １リットル レギュラー １１９ １１６ １０９ １６６ ９８

トイレットペーパー １０巻 日本製
２１１

（現地製４巻）
４５４

４３８
（現地製）

５０５
３６８

（４巻）

乾電池 単三２本 米国製
１１８

（現地製）
６３

（現地製）
２９７ ２４４ １３０

洗濯洗剤 １kg 日本製
１９８

（現地製）
１９０

（現地製）
３７５ ２１１ １，０３９

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １５９ １５９ ２５０ ３０８ ２９７

電気料金 １kwh 住居用 ９ ７ ４６ ２０ １０

水道料金 １� 住居用 ２６ ４９ ３１ ９０ ９１

新聞 １部 一般紙 １５ １５ １５ ６９ ４７

バス 市内均一区間 ３１ １５～３１ ２５ ７７～１６２ ４４

地下鉄 初乗り ４７ － ６８ ８４～１８５ －

携帯

機種 iPhone５ １６G ８４，５５５ ７６，２０８ ４６，９５０ ７３，１３８ ８５，８３３

基本料金／月 ７３５ ９２７ ２，５０４ ４，１８２ ７，４２５

通話料金／分 ３ ３ ２ １１ ４

映画チケット 大人１名 時間帯により変動 ８７９～２，２３８９５９～１，１１９６２６～１，４０８ ８８７ ５０４～１，０３９

現地価格調査（２０１３年８月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール内、携帯電話ショップ「スヴィズノイ」

【換算レート】 ２０１３年７月３１日仲値
１中国元＝１５．９９円 １タイバーツ＝３．１３円 １シンガポールドル＝７７．１５円 １ロシアルーブル＝２．９７円

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２０６／本文　※柱に注意！／０２０～０２１　アジアニュース（日本食）  2013.08.20 18.55.41  Page 21 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
１７年＝１００

季調値
前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

１７年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

１７年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２１年度 ９０．１ △ ６．２ ９１．４ △ ９．５ ９２．７ △ ５．６ ９１．５ △ ９．２ ９０．８ △１１．４ ９３．９ △１０．５
２２年度 ９３．５ ３．８ ９９．４ ８．８ ９６．５ ４．１ ９９．２ ８．４ ９２．０ １．３ ９２．１ △ １．９
２３年度 ９４．４ １．０ ９８．７ △ ０．７ ９９．５ ３．１ ９７．７ △ １．５ ９３．１ １．２ １０３．２ １２．１
２４年度 ９０．７ △ ３．９ ９５．８ △ ２．９ ９６．２ △ ３．３ ９５．９ △ １．８ ９１．９ △ １．３ １００．４ △ ２．７

２４年４～６月 ９４．２ △ ２．５ ９９．１ △ ２．２ ９７．９ △ ２．６ ９８．８ △ ３．０ ９０．５ ０．１ １１０．２ ０．５
７～９月 ９１．１ △ ３．３ ９５．９ △ ３．２ ９６．７ △ １．２ ９４．６ △ ４．３ ８８．６ △ ２．１ １１２．２ １．８
１０～１２月 ８７．２ △ ４．３ ９４．１ △ １．９ ９３．７ △ ３．１ ９３．４ △ １．３ ８９．７ １．２ １１０．４ △ １．６

２５年１～３月 ９１．０ ４．４ ９４．７ ０．６ ９７．２ ３．７ ９７．２ ４．１ ８９．２ △ ０．６ １０６．６ △ ３．４
４～６月 p９１．７ ０．８ ９６．１ １．５ p９５．４ △ １．９ ９５．４ △ １．９ p８８．０ △ １．３ １０７．０ ０．４

２４年 ６月 ９３．４ ０．１ ９８．０ △ ０．８ ９８．３ ２．７ ９７．４ △ １．５ ９０．５ △ ２．４ １１０．２ ０．２
７月 ９４．１ ０．７ ９７．５ △ ０．５ １００．１ １．８ ９５．５ △ ２．０ ９１．１ ０．７ １１１．８ １．５
８月 ９１．０ △ ３．３ ９６．１ △ １．４ ９６．９ △ ３．２ ９５．４ △ ０．１ ９０．０ △ １．２ １１２．２ ０．４
９月 ８８．３ △ ３．０ ９４．０ △ ２．２ ９３．０ △ ４．０ ９３．０ △ ２．５ ８８．６ △ １．６ １１２．２ ０．０
１０月 ８７．１ △ １．４ ９４．３ ０．３ ９２．３ △ ０．８ ９３．３ ０．３ ９０．４ ２．０ １１２．２ ０．０
１１月 ８７．４ ０．３ ９３．４ △ １．０ ９３．２ １．０ ９１．８ △ １．６ ９０．５ ０．１ １１１．８ △ ０．４
１２月 ８７．２ △ ０．２ ９４．７ １．４ ９５．６ ２．６ ９５．２ ３．７ ８９．７ △ ０．９ １１０．４ △ １．３

２５年 １月 ８９．８ ３．０ ９４．１ △ ０．６ ９７．５ ２．０ ９６．３ １．２ ９１．４ １．９ １０８．６ △ １．６
２月 ９２．３ ２．８ ９４．９ ０．９ ９７．１ △ ０．４ ９８．０ １．８ ９１．４ ０．０ １０７．３ △ １．２
３月 ９０．８ △ １．６ ９５．０ ０．１ ９７．０ △ ０．１ ９７．２ △ ０．８ ８９．２ △ ２．４ １０６．６ △ ０．７
４月 ９１．５ ０．８ ９５．９ ０．９ ９７．５ ０．５ ９５．８ △ １．４ ８８．５ △ ０．８ １０７．４ ０．８
５月 r ９２．０ ０．５ ９７．７ １．９ r ９４．７ △ ２．９ ９６．８ １．０ ８７．４ △ １．２ １０７．０ △ ０．４
６月 p９１．５ △ ０．５ ９４．７ △ ３．１ p９４．０ △ ０．７ ９３．７ △ ３．２ p８８．０ ０．７ １０７．０ ０．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２１年度 ９２０，８５５△ １．４ １９５，６７５△ ５．３ ２４６，０８６ △１３．１ ７０，５４４ △１０．１ ６７４，７６９ ３．７ １２５，１３１ △ ２．４
２２年度 ９３５，２９９△ ２．１ １９５，７８５△ １．５ ２２０，２３３ △１０．５ ６７，２６７ △ ４．６ ７１５，０６７ １．１ １２８，５１８ ０．３
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △ ２．８ ６７，２３１ △ ０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５１△ ０．７ ２１１，５４７ △ １．２ ６６，４９３ △ １．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５８ △ ０．６

２４年４～６月 ２３０，４０１△ ０．１ ４７，１０１△ ０．７ ４８，８７１ △ １．８ １５，５２９ △ １．２ １８１，５３０ ０．４ ３１，５７２ △ ０．５
７～９月 ２２９，５０９△ ０．５ ４７，３９１△ １．６ ４９，８６５ △ ２．５ １５，４４７ △ ２．６ １７９，６４４ ０．１ ３１，９４４ △ １．１
１０～１２月 ２５９，３６９ ０．６ ５３，３５０ ０．０ ６０，４０５ △ ０．４ １９，０５３ △ １．２ １９８，９６４ ０．９ ３４，２９７ ０．７

２５年１～３月 ２３０，３７７ ０．４ ４７，７０９△ ０．８ ５２，４０６ △ ０．２ １６，４６５ ０．６ １７７，９７１ ０．６ ３１，２４５ △ １．５
４～６月 p２３４，１７７ １．６ ４７，７８３ １．４ p ４９，９３７ ２．２ １５，９９２ ３．０ p１８４，２４０ １．５ ３１，７９１ ０．７

２４年 ６月 ７５，６４４△ ０．６ １５，６８２△ ２．２ １６，１４４ △ １．７ ５，２１８ △ ２．４ ５９，５００ △ ０．３ １０，４６４ △ ２．１
７月 ８０，４７２△ ２．３ １７，１２３△ ４．０ １８，８３１ △ ３．３ ６，２０９ △ ４．４ ６１，６４１ △ ２．０ １０，９１４ △ ３．８
８月 ７７，３７０ ０．２ １５，５６８△ ０．０ １５，４８９ △ ０．６ ４，５４５ △ １．８ ６１，８８１ ０．４ １１，０２３ ０．７
９月 ７１，６６７ ０．８ １４，７００△ ０．２ １５，５４５ △ ３．３ ４，６９３ △ ０．８ ５６，１２２ ２．０ １０，００７ ０．１
１０月 ７７，３８１△ ０．０ １５，６７２△ ２．４ １７，７４８ ０．４ ５，３４９ △ ３．０ ５９，６３３ △ ０．２ １０，３２３ △ ２．１
１１月 ７８，０１２ ０．６ １６，６３０ １．６ １７，９０９ △ ０．２ ５，９８５ １．６ ６０，１０３ ０．９ １０，６４５ １．６
１２月 １０３，９７６ １．０ ２１，０４８ ０．７ ２４，７４８ △ １．１ ７，７１９ △ ２．１ ７９，２２８ １．７ １３，３２９ ２．３

２５年 １月 ７９，４２６ ０．６ １６，８７２△ ２．９ １８，５３４ △ １．６ ５，９０７ △ １．１ ６０，８９２ １．３ １０，９６５ △ ３．９
２月 ６９，３１７△ １．９ １４，２３９△ ２．９ １４，９０４ △ １．７ ４，６６９ △ ０．５ ５４，４１３ △ １．９ ９，５７０ △ ４．０
３月 ８１，６３４ ２．２ １６，５９８ ３．５ １８，９６８ ２．３ ５，８８８ ３．４ ６２，６６６ ２．２ １０，７１０ ３．６
４月 ７７，２９８△ ０．５ １５，５０８△ １．０ １６，３５３ △ ０．９ ５，１５４ △ ０．６ ６０，９４６ △ ０．３ １０，３５４ △ １．２
５月 r ７７，６８１ ０．８ １５，８８９ ０．９ １６，３６３ ０．９ ５，２５２ ２．４ r ６１，３１８ ０．７ １０，６３７ ０．１
６月 p ７９，１９８ ４．７ １６，３８５ ４．５ p １７，２２１ ６．７ ５，５８６ ７．１ p ６１，９７７ ４．２ １０，８００ ３．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年９月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２０６／本文　※柱に注意！／０２２～０２５　主要経済指標  2013.08.20 18.58.02  Page 22 



年月

コンビニエンスストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００ 前 年 同
月比（％）２２年＝１００ 前 年 同

月比（％） 円／ドル 円
月（期）末

２１年度 ４３０，９２２ ０．１ ７９，３８３ △ １．５ １００．１ △ ２．９ １００．４ △ １．７ ９２．８０ １１，０９０
２２年度 ４４７，９５１ ４．０ ８２，６５７ ４．１ ９９．９ ０．１ ９９．９ △ ０．４ ８５．６９ ９，７５５
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ １００．３ ０．４ ９９．８ △ ０．１ ７９．０５ １０，０８４
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ １００．３ △ ０．１ ９９．５ △ ０．３ ８３．０８ １２，３９８

２４年４～６月 １２０，９６９ ４．４ ２３，３３６ ５．８ １００．６ ０．０ １００．０ ０．２ ８０．１７ ９，００７
７～９月 １３４，４５６ ２．８ ２５，２５１ ２．２ ９９．８ △ ０．４ ９９．４ △ ０．４ ７８．６２ ８，８７０
１０～１２月 １２７，１８８ ３．１ ２４，１５２ ２．４ １００．０ ０．０ ９９．４ △ ０．２ ８１．１６ １０，３９５

２５年１～３月 １１６，０１６ ２．５ ２２，６８４ ３．０ １００．６ ０．０ ９９．３ △ ０．６ ９２．３８ １２，３９８
４～６月 １２４，５２７ ２．９ ２４，３１３ ４．２ １００．７ ０．１ ９９．８ △ ０．３ ９８．７４ １３，６７７

２４年 ６月 ４１，５１８ ２．０ ７，８１８ １．５ １００．２ △ ０．４ ９９．６ △ ０．２ ７９．３２ ９，００７
７月 ４５，４８１ １．４ ８，６０４ １．０ ９９．７ △ ０．６ ９９．３ △ ０．４ ７９．０２ ８，６９５
８月 ４６，１４４ １．９ ８，６７２ ３．１ ９９．６ △ ０．６ ９９．４ △ ０．４ ７８．６６ ８，８４０
９月 ４２，８３１ ５．３ ７，９７５ ２．７ １００．０ ０．０ ９９．６ △ ０．３ ７８．１７ ８，８７０
１０月 ４２，３８２ ３．３ ８，０５７ ２．２ ９９．９ ０．０ ９９．６ △ ０．４ ７８．９７ ８，９２８
１１月 ４０，３９５ ２．６ ７，７４１ １．９ ９９．６ △ ０．１ ９９．２ △ ０．２ ８０．８７ ９，４４６
１２月 ４４，４１１ ３．５ ８，３５４ ３．０ １００．４ ０．３ ９９．３ △ ０．１ ８３．６４ １０，３９５

２５年 １月 ３９，２２１ ３．９ ７，５４２ ４．２ １００．６ ０．３ ９９．３ △ ０．３ ８９．１８ １１，１３９
２月 ３６，２９０ △ ０．７ ７，０３３ △ ０．７ １００．６ ０．２ ９９．２ △ ０．７ ９３．２１ １１，５５９
３月 ４０，５０５ ４．１ ８，１０８ ５．１ １００．７ △ ０．６ ９９．４ △ ０．９ ９４．７５ １２，３９８
４月 ３９，１９９ １．７ ７，７８９ ２．５ １００．６ △ ０．５ ９９．７ △ ０．７ ９７．７１ １３，８６１
５月 ４１，９７３ ２．６ ８，２５２ ４．２ １００．６ ０．０ ９９．８ △ ０．３ １０１．０８ １３，７７５
６月 ４３，３５５ ４．４ ８，２７２ ５．８ １００．９ ０．７ ９９．８ ０．２ ９７．４３ １３，６７７

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は全店ベースによる。 ■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △ ５．６ ４，１７５，４５７ ６．８
２２年度 １５２，７３４ △ ４．６ ４６，５９２ △ ５．１ ６２，４６２ △ ５．７ ４３，６８０ △ ２．５ ３，７８８，３１５ △ ９．３
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７

２４年４～６月 ４６，８７１ ５５．８ １２，３９１ ５１．１ １８，３２９ ４１．４ １６，１５１ ８１．１ １，０７６，８７８ ６６．０
７～９月 ４５，７８７ １１．９ １３，１０３ ４．９ １８，２８９ ５．８ １４，３９５ ２９．３ １，１３８，７６６ １６．４
１０～１２月 ３４，３９３ ３．５ ９，２３４ △１２．９ １３，６８８ １１．５ １１，４７１ １０．７ ９０７，８０２ △ ２．８

２５年１～３月 ４９，７９６ △ ７．２ １４，４１４ △１２．７ １８，２２１ △１４．０ １７，１６１ ７．７ １，３１５，６４６ △ ９．２
４～６月 ４６，４４５ △ ０．９ １２，２８２ △ ０．９ １７，５５７ △ ４．２ １６，６０６ ２．８ ９９５，６９８ △ ７．５

２４年 ６月 １８，４１９ ２７．９ ４，９８５ ２７．１ ７，２６０ ９．８ ６，１７４ ６０．０ ４３２，６４１ ４６．８
７月 １８，７５１ ３０．４ ５，１０８ ２５．５ ７，８０２ １８．６ ５，８４１ ５６．７ ４４５，２３９ ４２．３
８月 １２，４１６ ８．７ ３，５５１ ３．０ ４，６５４ △ ３．４ ４，２１１ ３３．３ ３１５，７９０ １５．６
９月 １４，６２０ △ ３．２ ４，４４４ △１０．５ ５，８３３ △ １．０ ４，３４３ ２．３ ３７７，７３７ △ ３．７
１０月 １２，３０６ ０．７ ３，１２２ △１６．９ ５，０７３ ７．０ ４，１１１ １０．５ ２９９，３３４ △ ６．７
１１月 １２，６０３ ６．７ ３，４２４ △ ７．６ ４，９４５ １３．６ ４，２３４ １２．６ ３２４，４２２ ０．２
１２月 ９，４８４ ３．１ ２，６８８ △１４．６ ３，６７０ １５．６ ３，１２６ ８．５ ２８４，０４６ △ ２．０

２５年 １月 １１，１６１ △ ６．７ ３，０６７ △１２．３ ３，８８８ △１６．０ ４，２０６ ９．６ ３３２，０６６ △ ７．４
２月 １３，９１３ △ ４．８ ３，９３７ △１０．３ ４，９０８ △１３．１ ５，０６８ １０．７ ４１２，８８９ △ ８．１
３月 ２４，７２２ △ ８．７ ７，４１０ △１４．２ ９，４２５ △１３．７ ７，８８７ ５．０ ５７０，６９１ △１１．０
４月 １４，７６３ ２．１ ３，８７０ ５．３ ５，９１３ △ １．２ ４，９８０ ３．８ ３０８，５５６ ０．７
５月 １３，８７７ △ ０．８ ３，７７３ １．１ ４，９５６ △ ２．５ ５，１４８ △ ０．６ ３０８，４３６ △ ８．７
６月 １７，８０５ △ ３．３ ４，６３９ △ ６．９ ６，６８８ △ ７．９ ６，４７８ ４．９ ３７８，７０６ △１２．５

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年９月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２０６／本文　※柱に注意！／０２２～０２５　主要経済指標  2013.08.20 18.58.02  Page 23 



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ７７，４０５ △２０．４
２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △ ８．８ ８４，４８０ ９．１
２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ ７４９，５８３ △ ８．５ １１２，２４９ △ ０．５ ８９，７４２ ６．２
２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ ７７６，４３１ ３．６ １２３，８２０ △１０．３ ８７，０２６ △ ３．０

２４年４～６月 ９，２７７ ６．２ ２，１５９ ６．２ ２９２，０２１ ９．６ ３２，５０８ １５．５ ２１，４６９ △ １．７
７～９月 １０，０９４ １５．６ ２，２７１ △ １．１ ２７２，８０４ １５．１ ３５，２９２ １３．３ ２２，０５８ △ ４．６
１０～１２月 １０，７１３ １９．７ ２，４０３ １５．０ １０９，８００ △ ６．７ ３０，９３７ １７．７ ２０，２９６ △ ０．８

２５年１～３月 ５，４３９ ５．６ ２，０９７ ５．１ １０１，８０６ △２０．７ ２５，０８４ △ ６．０ ２３，２０２ △ ４．６
４～６月 ９，７８９ ５．５ ２，４１３ １１．８ ３５０，１８８ １９．９ ４０，７００ ２５．２ ２２，８４９ ６．４

２４年 ６月 ３，２５７ △ １．６ ７２６ △ ０．２ ９０，５４４ ２０．７ １１，３９０ １４．１ ８，０２２ △ ９．９
７月 ３，３２１ ２．１ ７５４ △ ９．６ １０８，４０９ ２２．５ １２，１４９ ２６．６ ６，７０３ １．７
８月 ３，４７３ １２．３ ７７５ △ ５．５ ９６，２７０ ２９．０ １１，３６８ １９．２ ６，３９９ △ ６．１
９月 ３，３００ ３８．１ ７４２ １５．５ ６８，１２５ △ ８．０ １１，７７５ △ １．９ ８，９５６ △ ７．８
１０月 ４，３０３ ３１．２ ８４３ ２５．２ ６０，８０７ １０．０ １３，７２１ ２８．２ ６，２３３ １．２
１１月 ３，５１７ １．５ ８０１ １０．３ ２９，２４５ △２９．１ ８，９７２ ６．２ ６，６３０ ０．３
１２月 ２，８９３ ３１．０ ７５９ １０．０ １９，７４８ △ ６．４ ８，２４３ １５．６ ７，４３３ △ ３．４

２５年 １月 １，４０７ ５．８ ６９３ ５．０ １２，６７９ １８．６ ６，０３９ ６．７ ５，３４４ △ ９．７
２月 １，４９６ △２８．２ ６９０ ３．０ １７，７６４ ３２．３ ６，７０８ △ ４．８ ６，３２４ △１１．３
３月 ２，５３６ ４５．８ ７１５ ７．３ ７１，３６３ △３１．５ １２，３３８ △１１．７ １１，５３５ ２．４
４月 ３，３４７ １．４ ７７９ ５．８ １０７，３３７ △ ９．９ １５，９９１ ２８．６ ６，９５１ △ １．１
５月 ２，８７８ ５．８ ７９８ １４．５ １１５，９９８ ４０．８ １０，８４２ ２４．８ ７，４８２ １６．５
６月 ３，５６４ ９．４ ８３７ １５．３ １２６，８５３ ４０．１ １３，８６８ ２１．７ ８，４１６ ４．９

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

２１年度 r１１，５８８ △ ５．７ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △ ８．８
２２年度 r１１，２１９ △ ３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △ ６．７ １３，０６５ △１１．３
２３年度 r１０，７６８ △ ４．０ ０．４６ ０．６２ ５．２ ４．５ ４６４ １．８ １２，７０７ △ ２．７
２４年度 r１１，６９８ ８．６ ０．５７ ０．７４ ５．１ ４．３ ４３２ △ ６．９ １１，７１９ △ ７．８

２４年４～６月 r ２，６８６ ２４．０ ０．５０ ０．６６ ５．７ ４．６ １２４ ０．８ ３，１２７ △ ５．６
７～９月 r ３，６７７ ５．０ ０．５６ ０．７３ ５．０ ４．３ １０８ ３．８ ２，９２４ △ ５．９
１０～１２月 r ２，８２５ ６．５ ０．６１ ０．７８ ４．７ ４．０ ９０ △１１．８ ２，８８９ △ ６．９

２５年１～３月 r ２，５１０ ２．５ ０．６４ ０．８２ ５．０ ４．２ １１０ △１８．５ ２，７７９ △１２．７
４～６月 ２，８５１ ６．１ ０．６２ ０．７４ ５．１ ４．２ ９６ △２２．６ ２，８４１ △ ９．１

２４年 ６月 r １，０１４ １９．３ ０．５１ ０．６６ ５．７ ４．４ ４２ ２３．５ ９７５ △１６．３
７月 r １，１２４ ５．０ ０．５３ ０．７０ ↑ ４．４ ３３ △ ２．９ １，０２６ △ ５．０
８月 r １，３８６ ６．８ ０．５６ ０．７３ ５．０ ４．２ ４１ △ ２．４ ９６７ △ ５．７
９月 r １，１６７ ２．９ ０．６０ ０．７６ ↓ ４．２ ３４ ２１．４ ９３１ △ ６．９
１０月 r １，０６９ ５．４ ０．６１ ０．７７ ↑ ４．１ ３４ ９．７ １，０３５ ６．０
１１月 r ８６４ ８．６ ０．６１ ０．７８ ４．７ ４．０ ３１ △１８．４ ９６４ △１１．９
１２月 r ８９２ ５．８ ０．６１ ０．７９ ↓ ４．０ ２５ △２４．２ ８９０ △１３．７

２５年 １月 r ７７６ １．６ ０．６１ ０．８１ ↑ ４．２ ２８ △１５．２ ９３４ △ ５．１
２月 r ８２２ ４．１ ０．６５ ０．８３ ５．０ ４．２ ３９ △２２．０ ９１６ △１１．７
３月 r ９１２ １．９ ０．６５ ０．８２ ↓ ４．３ ４３ △１７．３ ９２９ △１９．９
４月 r ７８５ ４．３ ０．６１ ０．７４ ↑ ４．４ ３１ △２４．４ ８９９ △１０．４
５月 r ９８８ ７．６ ０．６１ ０．７３ ５．１ ４．２ ３１ △２４．４ １，０４５ △ ８．９
６月 １，０７８ ６．２ ０．６５ ０．７５ ↓ ３．９ ３４ △１９．０ ８９７ △ ８．０

資料 �北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■「r」は修正値。 ■年度および四半期の
数値は月平均値。

主要経済指標（３）

― ２４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年９月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２１年度 ３２２，６４２ △１４．５ ５９０，０７９ △１７．１ ９７７，６６３ △３７．０ ５３８，２０９ △２５．２
２２年度 ３４２，５２７ ６．２ ６７７，８８８ １４．９ １，２２８，５４０ ２５．７ ６２４，５６７ １６．０
２３年度 ３７４，４３１ ９．３ ６５２，８８５ △ ３．７ １，６３６，３２７ ３３．２ ６９７，１０６ １１．６
２４年度 ４０１，８０６ ７．３ ６３９，４０５ △ ２．１ １，６９８，１８５ ３．８ ７２１，１３９ ３．４

２４年４～６月 ９５，９３０ ３．７ １６４，４３６ ４．８ ３７３，００６ △ ０．０ １７８，１３９ ５．０
７～９月 ９１，６３２ △ ５．８ １５７，１４５ △ ８．２ ３８１，８１７ ２．３ １７５，７９７ ０．３
１０～１２月 １０３，９１６ １３．８ １５４，２９７ △ ５．５ ４３２，９７５ ２．３ １７５，８８７ ０．５

２５年１～３月 １１０，３２６ １８．２ １６３，５２７ １．２ ５１０，３８８ ９．４ １９１，３１６ ８．０
４～６月 p１１０，８３４ １５．５ １７６，０４４ ７．１ p４３４，３９８ １６．５ p１９６，６９７ １０．４

２４年 ６月 ２９，４９３ ２４．５ ５６，４１８ △ ２．３ １０４，６３１ ４．３ ５５，８５８ △ ２．２
７月 ３３，５９２ １０．４ ５３，１２２ △ ８．１ １１４，２６１ △ ５．０ ５８，４０８ ２．３
８月 ３１，９１５ ０．８ ５０，４４４ △ ５．８ １３９，９８４ ５．２ ５８，１２８ △ ５．２
９月 ２６，１２６ △２５．７ ５３，５７９ △１０．３ １２７，５７１ ６．３ ５９，２６１ ４．２
１０月 ３９，９２５ ３１．６ ５１，４８０ △ ６．５ １４９，１７０ １２．７ ５７，０４２ △ １．５
１１月 ３１，８０１ △ １．３ ４９，８３２ △ ４．１ １３５，１５８ △ ７．７ ５９，４０２ ０．９
１２月 ３２，１９０ １１．９ ５２，９８５ △ ５．８ １４８，６４７ ２．８ ５９，４４３ １．９

２５年 １月 ３３，５２９ １８．５ ４７，９８６ ６．３ １８３，８１１ １９．２ ６４，３２１ ７．１
２月 ２９，２４１ １．５ ５２，８３１ △ ２．９ １６１，８８３ ４．２ ６０，６４５ １２．０
３月 ４７，５５６ ３１．１ ６２，７１０ １．１ １６４，６９４ ５．０ ６６，３７９ ５．６
４月 ３８，９３４ ０．５ ５７，７６６ ３．８ r １６７，０１９ １１．９ ６６，６１５ ９．５
５月 r ３３，８９２ ２２．３ ５７，６６７ １０．１ r １５２，２９９ ２７．８ r ６７，６４８ １０．１
６月 p ３８，００８ ２８．９ ６０，６１０ ７．４ p１１５，０８０ １０．０ p ６２，４３４ １１．８

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２１年度 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △ １．４
２２年度 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △ ０．６
２３年度 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
２４年度 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △ ０．５ ４，２６７，３３８ ２．２

２４年４～６月 １４０，０５０ １．９ ６，０７９，５２８ ２．２ ９１，６４３ １．２ ４，１３８，０７６ １．４
７～９月 １４０，１９９ ２．０ ６，０８７，７５４ ２．６ ９３，４７４ １．２ ４，１８３，５３５ １．５
１０～１２月 １４０，４５８ １．６ ６，１１４，４３４ ２．４ ９２，５９２ ０．４ ４，２１２，６０３ １．９

２５年１～３月 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △ ０．５ ４，２６７，３３８ ２．２
４～６月 １４２，９８３ ２．１ ６，３３９，４３４ ４．３ ９０，９７７ △ ０．７ ４，２４１，３２４ ２．５

２４年 ６月 １４０，０５０ １．９ ６，０７９，５２８ ２．２ ９１，６４３ １．２ ４，１３８，０７６ １．４
７月 １３８，４８９ １．４ ６，０２７，０４４ ２．３ ９１，２７８ ０．５ ４，１２２，９７０ １．０
８月 １３８，７５４ １．８ ６，０１４，５３８ ２．０ ９１，３１７ ０．５ ４，１２２，５５８ １．４
９月 １４０，１９９ ２．０ ６，０８７，７５４ ２．６ ９３，４７４ １．２ ４，１８３，５３５ １．５
１０月 １３９，０１０ ２．１ ６，０２３，５７４ ２．１ ９２，３１２ ０．９ ４，１４４，２７３ １．３
１１月 １３８，８０１ １．４ ６，０５２，９６８ １．７ ９１，７７４ ０．６ ４，１５３，２９０ １．５
１２月 １４０，４５８ １．６ ６，１１４，４３４ ２．４ ９２，５９２ ０．４ ４，２１２，６０３ １．９

２５年 １月 １３８，９３６ １．８ ６，０９６，６７２ ２．４ ９１，４４８ △ ０．３ ４，１９２，１９１ ２．２
２月 １３９，２９５ ２．０ ６，１２７，６７４ ２．９ ９１，７７６ △ ０．３ ４，２０２，６８６ ２．３
３月 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △ ０．５ ４，２６７，３３８ ２．２
４月 １４１，８２２ １．１ ６，２９２，６７８ ３．８ ９２，１８９ △ １．１ ４，２１９，８１４ ２．３
５月 １４１，５０２ １．６ ６，３１５，５１９ ４．１ ９１，１３５ △ ０．９ ４，２２３，０４２ ２．７
６月 １４２，９８３ ２．１ ６，３３９，４３４ ４．３ ９０，９７７ △ ０．７ ４，２４１，３２４ ２．５

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年９月号
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●道内経済の動き 

●道内景気の動向と円安の影響 

●足して割るだけが平均ではない 

●日本式サービスについて 
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